
＜ 大治町災害時協力事業所登録制度 概要版 ＞ 

 
《背景》 

大治町における防災対策は、大治町地域防災計画に基づき、防災活動や応急対策、

復旧・復興までのさまざまな取り組みを総合的に定め推進しており、大規模災害発

生時は、地域防災計画に基づき、国や愛知県など関連機関と連携を図りながら災害

応急対策活動や復旧・復興活動を進めていくこととしています。 

  しかしながら、発災直後は、人的被害、家屋の倒壊、火災、ライフラインの停止、

交通網の寸断が広域に発生し、人的資源・物的資源が制約される中で、行政、いわ

ゆる「公助」のみでは災害対応に限界があることは広く認識されているのが現状で

あり、住民、事業所等による「自助」「共助」が被害軽減、早期復旧には欠かせな

いものとされています。 

 

《目的》 

そこで、事業所等が保有する人材や資機材等の組織力・技術力などが地域の重要

な防災力の一つであると考え、災害時に協力できる事業所等が可能な範囲の内容を

事前に登録していただき、災害が発生した場合に、必要に応じ事業所等に支援の要

請をするものです。 

 
 

   
＜登録申請受付の流れ＞ 

 

   申請（事業者）    申請書の受理（町）    登録証の交付 

審査・台帳登録        及び公表 

            

 

 

 

 

＜災害時活動要請の流れ＞ 

 

 （町からの要請の場合） 

要請（町）    災害活動（事業所）  活動報告（事業所）  町 

   【要請書の提出】            【報告書の作成・提出】     

    ※経費負担の想定のうえ要請 

  

（自主的活動の場合） 

自主活動（事業所）  活動報告（事業所）  町 

              【報告書の作成・提出】 

 

現地確認 

補足情報（写真・図面） 



 
○登録対象者  

法人格の有無にかかわらず、町内に店舗、工場、事務所等を有する団体、及び

町内に所在し活動拠点を置く非営利活動法人並びにボランティア団体その他の団

体とする。 

 
○事業所等への協力要請事項 

 （１）初期消火、救出救護、障害物の除去等の組織力（労務の）提供 

（２）食料品、飲料水等の物資の提供 

（３）資機（器）材等の提供 

（４）一時避難場所等の提供 

（５）その他防災上必要な協力 

 
○協力活動 

  ・事業所の自主的判断又は大治町長からの要請による。 
   ・事業所の本来の業務の支障のない範囲内での協力。 

 
○経費の負担 

  事業所判断：事業所負担 
  町要請時 ：事業所等と協議のうえ町が認めた場合は町が負担とする 

 
○登録証の交付 

  申請により適正と認めた際は、申請者に対し「災害時協力事業所登録証」を交

付する。※登録証の仕様：Ａ４サイズ（上質紙） 

 
○登録期間 

  登録証の交付の日から当該年度の３月３１日。  
なお、期間満了までに申し出がない場合はさらに１年間延長し、その後も同様 

とする。 

 
○災害補償 

   大治町消防団員等公務災害補償条例を準用する。 
対象：応急措置の業務に従事した者 

 
〇協定との整合性 

  （原則）町内は、災害時協力事業所登録制度に登録する。 
町外は、災害協定とする。 

 
 〇防災事業との連携 

   本町又は、地域の団体等が実施する防災訓練や研修会等の防災事業に可能な限 
り参加する。 

 


